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ま え が き 

 

2008 年度に新設された「ジョブ・カード制度」は、正社員就職できず非正規にとどまる学

卒者など職業能力形成機会に恵まれない人が、「企業現場･教育機関等で実践的な職業訓練を

受け、修了証を得て、これらを就職活動など職業キャリア形成に活用する制度｣(ジョブ・カ

ード構想委員会、2007）である。 

本報告書は、この制度の下で実施されてきた雇用型訓練を取り上げ、これを受講した求職

者及びこの訓練機会を提供した企業に対する実態調査を通じて、その効果と課題を検討した

ものである。 

本研究の実施にあたっては、厚生労働省、各都道府県労働局、中央ジョブ・カードセンタ

ー、地域ジョブ・カード（サポート）センター、独立行政法人雇用・能力開発機構(現 独立

行政法人 高齢・障害・求職者支援機構)、中央職業能力開発協会に多大なるご協力をたまわ

った。このご協力なくしては、本調査は実施できなかった。 

また、計５回にわたる「転職モニター調査」にご回答いただいた皆様、２度にわたるヒア

リング調査にご協力いただいた企業のご担当者にも、この場を借りて心より御礼申し上げた

い。 

本報告書の執筆は別記のそれぞれが担当したが、とりまとめは小杉礼子（人材育成部門・

統括研究員）が行った。 

この成果が、今後の職業能力開発に関わる政策論議に役立てば幸いである。 
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